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The purpose of this paper is to examine and propose what kind of Japanese language education should 
be connected to society at universities. 
First, this paper reviews how Japanese language education has changed, and gives an overview of 

how activities that connect to society outside the classroom have been practiced in Japanese language 
education. Secondly, since social participation is a keyword for activities other than Japanese language 
education, I will organize what kind of social participation is being carried out. Then, I will propose 
how Japanese language education should be connected to society. 

1. はじめに 
ヨーロッパで生まれた CEFR(Common European 

Framework of Reference for Languages)は、現在多くの
言語に翻訳され、世界の言語教育に影響を与えてい

る。日本でも国際交流基金による「JFスタンダード」
1や「日本語教育の参照枠」2に影響を与えている。

CEFR は、ヨーロッパを従来の国民国家の枠組みで
はなく、国を超えて協調するという流れの中で生ま

れたもので、言語教育を通してヨーロッパ言語の多

様性を守り、ヨーロッパ間の相互理解を高めること

で、ヨーロッパ内での協調・結束を高め、民主的な

市民性を育むことを目的としている（Council of 
Europe 2001）。学習者の言語能力を測定する方法とし
て用いられることも多いが、このように民主的な市

民性を育むことを目的にしているので、言語知識を

増やすような言語学習でなく、言語を使って自分の

やりたいことやしなければならないことをできるよ

うにするための言語学習を重視している。そして、

CEFRでは、学習者は「社会的エージェント」として
考えられている。これは、「社会の中で主体的に行動

する者」というような意味であり、社会に参画する

ことを重視しているのである。このような背景から

言語学習者は社会的行為者として捉えられ（細川

2022）、日本語を学ぶことは、人とつながり、社会と
つながっていく活動と考えられるようになってきた。

そうすると、日本語を学ぶ、教える活動である「日

本語教育」は「人が行う社会的な営み」（トムソン 2016）
であり、学んだ日本語を社会で実際に使えることを

目標にしなくてはならない。そのため、日本語教育

も日本語が使われている社会を常に観察しながら行

う必要がある。日本社会は、以前とはかなり大きく

変化しており、かつての日本語教育が行われていた

時代とは異なる。そのため、過去に考えられていた

日本語教育とはその目的や方法なども異なる。この

ような変化した日本社会に対応した日本語教育とは

どのようなものなのだろうか、改めて考察する必要

がある。 
日本では、観光を目的とした訪日外国人が増えて

いる。また、日本で生活をすることを目的として来

日する外国人も増加している。2022 年の調査では
307万 5213人で、初めて 300万人を超えた（出入国
在留管理庁 2023）。また、在留資格別では、永住者が
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最も多く、約 86万人、続いて、技能実習が約 32万
人である。留学生は第 4位の 30万人で、在日外国人
の約 10％でしかない。そして、これまで外国人集住
地域ではなかった地方でも、在留外国人の増加傾向

が見られる。これは農業や水産業などの第一次労働

に関わる技能者実習の外国人が増加したためである。

ひと昔前は、外国人は大都市に多かったが、現在は

地方においても外国人が生活をしていることは日常

の風景となっている。 
日本社会ではこのように外国人が存在することが

当たり前で、その外国人と共に生活をしなくてはな

らないという現実がある。そして、外国人との共生

が必要な日本社会では留学生も社会において主体的

に行動することが求められるようになる。それは留

学生も在日外国人であり、日本で生活をする市民で

あり、日本社会で生活を行っているからである。こ

のような市民としての留学生は、日本語学習者とし

て個人的な言語能力の育成だけを目指すのではなく、

社会で生きるための日本語を身につけなくてはなら

ない。日本の社会の変化に伴った社会をも包括する

ような日本語教育がこれからの大学での日本語教育

には必要になる。そのためには地域の日本語教育と

同様に共生のための日本語教育を取り入れ、社会と

つながることをも考慮しなくてはならない。 
そこで、本稿では、大学での社会につながる日本

語教育とはどのようにあるべきなのかを検討し、提

言する。そのために、まずは、日本語教育がどのよ

うに変化してきたのかを整理し、日本語教育の中で

教室の外の社会とつながる活動がどのように実践さ

れてきたのかを概観する。そして、社会参加は日本

語教育以外でも活動のキーワードとなっているため、

社会ではどのような活動が行われるようになったか

を整理する。そして、社会につながる日本語教育と

はどのようにあるべきなのかを提言する。 
 
2. 日本語教育の変容と日本語教育学 
細川（2002）は戦後の日本語教育の流れを 3 つの
流れに分類している。1960 年から 70 年代にかけて
は、構造言語学的であり、語彙や文型をリスト化し、

言語の構造や形式に関する知識を教師主導で教える

ことが日本語教育で行われてきた。教育現場での関

心は、日本語の発音、語彙、文法、表記などがどのよ

うなものでそれを効率的に学習者に定着させるには

どのような方法が効果的かであった（佐々木 2006）。
1970 年から 80 年代にかけては、応用言語学的に日
本語教育が行われてきた。これは、言語の機能と場

面の関係を重視し、コミュニカティブなタスクで学

習者のコミュニケーション能力を育成する学習者中

心の教育である。このころから「多様な学習者」と

いうことばが使われ始め（佐々木 2006）、コミュニケ

ーションが重視され、教室活動においてよりコミュ

ニカティブな活動が行われるようになった。しかし、

そのコミュニケーションは「日本人」とのやり取り

が意識されており、「日本人同士のコミュニケーショ

ン」（佐々木 2006：265）がモデルとなっていた。そ

して、1990年以降は、知識は共同で構成されるとい

うことを重点に置いて論じられている「社会構成主

義」の立場から行われるようになった。そのため、

「個人は他者とともにあり、この社会において他者

とともに生きるという課題を解決するために、こと

ばの教育に何ができるかという問い」（細川 2022：17）
を自己、他者、社会から考察し、学習者主体の活動

型の日本語教育が行われるようになった。この背景

には、日本社会の外国人の増加や日本語学習者の多

様化が進んだことがある。そこでは、社会的成員と

しての日本語学習者が重視され、日本社会で生活を

する上で自律的に学習に取り組むことができるよう

になる活動が行われるようになった。日本語教育は、

学習者の自律性を重視し、学習者自身の選択も尊重

する教育へと変化していったのである。 
このような日本語教育が日本語教育全般を取り扱

う研究分野として 90 年代になると「日本語教育学」
と呼ばれはじめた（神吉 2015）。日本語教育学では、
日本語や日本語を教育することについての議論が行

われるようになった。そして、日本語や日本語を教

育することについての議論から日本語を母語としな

い人々の日本語学習に役立つ研究という個別の学問

領域を超えた学際的な側面を持つ学問（大野他 2007）
と考えられるようになり、日本語教育と社会との関

わりの観点についての議論も行われるようになった。 
社会の観点からの日本語教育では、山田（1996）
は社会的な側面に焦点を当て、日本語教育の目的を
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留学生の異文化適応能力そのものを養成するととも

に日本社会、日本人にも留学生問題の克服を促すべ

きであると述べている。そこでは、留学生は日本か

ら、日本社会は留学生から学ぶ、双方向の日本語教

育について提言している。また、縫部（2001）は、日
本語教育学は人と人をむすびつける活動であるとし、

人との関わりのなかからことばや教育や文化が生じ

ると述べている。そして、コミュニケーションにつ

いても「ヒューマン・コミュニケーション」として

学習者だけではなく、学習者とかかわる人とのコミ

ュニケーションとしての日本語教育のあり方を提言

している。この人と人とのかかわりについては、社

会の観点も追加し、「日本語教育はだれのものか」と

いう問いに対して、日本語を学ぶ者（学習者・習得

者）、教えるもの（教師・援助者）、そして、日本語教

育を支える者（国・社会）として、この 3 つの関係

を考察することが日本語教育学にとっては重要であ

ると青木他（2001）は述べている。このように「人・

ことば・社会」から日本語教育学を捉えていくよう

な流れが生まれてきた。 
神吉（2015）は、日本語教育を社会という観点か

ら考察し、日本語教育を通したより良い社会づくり

をしていくべきであると述べている。また、川上

（2017）は、日本語教育の社会的意義と貢献から「人

とことばと社会を視点に私たちがどのような社会を

築こうとするのかを日本語教育を通じて探究してい

く実践の学」として「公共日本語教育学」を提言し

ている。このように日本語教育は、日本語が話され

る社会を考え、社会的な課題をも考察しながら行わ

なければならないと考えられるようになってきたの

である。 
 
3. 社会とかかわる日本語教育の実践 
大学における日本語教育は教室という空間で行わ

れる場合が多い。教室という限られた空間で教師が

学習者に日本語を教える。しかし、教室は「閉じら

れたコミュニティ」ではなく、教室と解放性を持つ

コミュニティの中のネットワークにある（舘岡 2017）
と教室の捉え方に変化が起こっている。学習者は、

教室外の活動を通じ、社会にかかわることで自己学

習能力を高め、コミュニケーション能力や協調性、

課題解決能力など社会で必要なスキルを身につける

ことができる（Nunan & Richards 2015）。そのため、
教室内だけではなく、教室外とつながる教育が行わ

れるようになってきた。しかし、これは新しい方法

ではなく、日本語教育では以前から行われていたも

のである。そこで、ここでは過去の教室外の活動に

ついて考察する。 
 

3.1 教室外の交流活動 
教室外との交流活動に関する実践では、大きく 2
つに分類できる。一つは、交流すること自体を目的

とした活動であり、もう一つは、交流によって日本

語の運用能力を高めようとする活動である。 
交流自体を目的とした活動には、青柳（2005）、青

柳・山本（2006）、白岩（2012）、羽太・西野（2012）、
熊野・石井（2010）などがある。これらの教室外活動

の実践の特徴としては、①学習者が教室の外に出る

活動が多い、②定期的というよりは短期的、単発的

である、③学習効果は「交流ができた」ということ

が多い、④自律学習支援に効果的である、⑤学習の

動機づけに影響がある、とまとめることができる。

これらの活動は教室外の人々との交流を目的として

いるため、学習者は教室の外に行って教室外の人々

と様々な形で交流を実施している。また、総合的な

活動というよりは単発的に教室外の人との交流を行

っている。そして、これらの活動を通じて、自律学

習の支援や教室外の人々との交流によって日本語学

習の興味が継続するように設計されているという特

徴がある。 
教室活動を交流の場とし、日本語のコミュニケー

ションの能力を向上させる方法としてしては、プロ

ジェクトワークやビジター・セッションがある。プ

ロジェクトワークは、学習者が自分たちで決めた課

題を達成するために教室外で日本語を使って成果品

としてまとめる学習活動である（田中他 1988）。また、
ビジター・セッションは、言語教育の現場に母語話

者を招いたり、母語話者のコミュニティを訪れたり

して、目標言語を使用させる活動である（村岡 1992）。
これらの活動は、教室内での日本語と現実社会での

日本語には、違いがあり、「教科書を勉強しても日本

人とうまく話ができない」、「教室の日本語と現実に
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使われている日本語がかけ離れている」と感じる学

習者からの問題と「どうしたら教室外で通じる日本

語能力を学習者に身につけさせられるか」という教

師側の問題を解決するために生まれた方法である

（田中他 1989）。そのため、日本語が使われているコ

ミュニケーションの場面に対応できるように実際の

言語活動に近い言語活動を経験させることを目的と

している。つまり、多くのコミュニケーションの機

会を学習者に与えること、既習の語彙や文型をでき

るだけ生きた文脈の中で使えるような環境を作るこ

とという意図のもと実施されている（細川 2008）。 
しかし、このような学習者を教室から解放し（ト

ムソン 1997）、教師以外の「日本人」と交流すること

を目的としても教師の期待するようなコミュニケー

ション活動が自然に成立するとは言えないという指

摘もある。塩谷（2008）は、その理由を学習者が「日

本人」と接触している場面では、教師はその活動に

十分かかわることができないこと、また、その活動

で上手に交流できないことから活動に対して否定的

評価をする学習者がいることなどと述べている。そ

のため、このような活動では、何を目的として、ど

のような活動を実施するのか、活動がうまくいかな

い学習者をどのようにサポートするかなど、活動前

や活動中の教師の十分な支援が必要になる。 
 

3.2 総合活動型 
言語学習が「日本人」と交流し、そこでコミュニ

ケーションの能力を高めるといったコミュニケーシ

ョン中心の教育から社会文化的アプローチに則って

行われるように変化している。そして、それに伴う

学習観や教育観の変化により、言語教育はことばに

よって活動する場をつくること（細川 2016）と考え
られるようになり、言語そのものの教育だけではな

く、内容に焦点を当てた実践やその報告が見られる

ようになった。 
細川・NPO 法人「言語文化教育研究所スタッフ」

（2004）は、ことばの学習は社会の中で他者との関

係を築き、社会にアクセスするためのものであると

いう前提で総合活動型の日本語教育を行っている。

学習者はそれぞれが異なる背景や能力を持った人で

あるため、クラス単位の活動であってもそれぞれの

学習者の活動は多様であり、それぞれの学習者が課

題を達成する充実感を持てるような教室活動を目指

している。このようなクラスでは、現実場面での練

習の場として考えられていた教室がことばを使って

考えていく場と変化する（塩谷 2004）。そのため、教
師は学習者一人一人の表現の意図を他者に伝えらえ

るように配慮しながら教室を組織し、運営する。こ

のような理論から「考えるための日本語教育」（細川・

NPO 法人「言語文化教育研究所スタッフ」2004, 細
川 2007）として、実践報告がされている。 
学習者が自ら問題を見つけ、さらにその問題を自

ら解決する能力を身に付ける学習方法としては

Project Based Learning（PBL）あり、日本語教育に取

り入れた活動の報告も多い。PBL は、問題を解決す

るために日本語を使う内容中心の日本語活動である。

このような PBLを言語教育の現場に導入したものを

英語教育では Project-Based Language Learningと呼び、

学習者が現実世界の問題を解決する際に目標言語を

使うように設計された変革的な学習体験であるとし

ている 3。これは、日本語教育で行われている PBLと
ほぼ同じ内容であるが、英語教育では Project-Based 
Language Learningと Languageを付け加えており、言
語教育の色合いが強いことが特徴的である。そして、

言語教育の場で学習者同士の共同学習、学習者中心

の学び、教師と学習者が共に学ぶ方法としてさまざ

まな実践が行われている（Thomas 2017, Beckett & 
Slater 2020, Gras-Velázquez 2020）。 
これらの活動では結果として社会にかかわる活動

になることが明らかにされている。しかしながら、

これらの活動では必ずしも教室外のコミュニティに

つながることを目的とはしていない。 
 

3.3 社会参加をめざした活動 
社会とかかわることを目的として学習活動と社会

的活動の実践を統合させた学習方法として「サービ

スラーニング」（Cress et al. 2013）がある。これは、
教室で得た知識を利用して、地域社会で社会貢献活

動を行うものである。このような社会的活動を通し

て、地域社会で自分ができることを知り、市民とし

ての責任や社会での役割を学ぶ教育実践である。こ

のサービスラーニングを日本語教育の観点から実施
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した報告も見られる。井上（2017）は、日本語学校に
おけるサービスラーニングの実践が社会に貢献でき

る個人の育成にもつながり、留学生の学びを拡大さ

せ、留学生の学ぶ学校と地域の関係を構築できたと

いうことを明らかにしている。このような活動では

学習者の日本語能力だけでなく、市民としての意識

の育成や新しいコミュニティを生むことにつながっ

ていることが分かる。 
また、社会とのかかわりや社会への参加を目指し、

社会とのかかわりやつながりの中で日本語を学ぶ活

動も増え、それらの実践報告もある（佐藤・熊谷 2011, 
當作 2013, トムソン 2016）。佐藤・熊谷（2011）は、
日本語教育の現状を社会文化的・批判的視点から捉

えなおした社会参加を目指す日本語教育として実践

を通じて考察している。この社会参加については、

日本社会、国際社会といった包括的な全体社会だけ

ではなく、小さなコミュニティやグループといった

自然発生的なものや人為的な集団や仲間をコミュニ

ティとし、そのコミュニティに働きかける活動と定

義している。具体的には「カタカナプロジェクト」

（熊谷 2011）として、「カタカナ＝外来語」を検証す

る活動を通じて、日本社会でのカタカナの使用につ

いて考察している。その結果、日本という概念の再

構築につながったことが分かっている。また、「ブロ

グ・プロジェクト」（佐藤他 2011）では、学習者はオ
ンラインでのブログ作成を通じてコミュニティに参

加することで、日本語学習者というカテゴリーだけ

ではない学習者個人の立場で活動を行った。そこで

は参加者同士のインターアクションを通じ、知識の

習得ではない「場」を作りあげたり、間をつなぐよ

うなやり取りを果たしたりするようになったことが

明らかになっている。ただ、これらの活動では学習

者がコミュニティの中でどうありたいのかという自

己実現の意識やどのように社会に参加していきたい

のかという将来のビジョンに欠けていた（佐藤・熊

谷 2011）。日本語教育での社会参加では、日本語学習
だけではなく、学習者がどのように主体的に社会に

参加していくのかも考える必要がある。そして、ト

ムソン（2016）は、日本語教育は人が行う社会的な
営みとし、実践そのものをコミュニティと捉え、社

会やコミュニティに参加を目指す日本語教育を提言

している。教室の活動で先輩と後輩をつなぎ、異な

るレベルの学習者が共に学ぶ活動（毛利 2016）や学
習者の発表に教室外の日本人が参加することでつな

がりを構築する活動（トムソン 2016）を行っている。
このような活動では、外国語教育の目標が「分かる・

使える」という領域だけではなく、グローバル社会

の領域において「つながる」能力、グローバル社会

のネットワークに関わり、社会の問題を解決する能

力の育成（當作 2013）も求められる。そのため、教
師の役割も学習者の自律性を促し、コミュニティへ

の創造的、積極的な関わりを持つような教室活動を

デザインする役割へと変化している。教師が教室活

動で学習者と社会をつなぐ仕掛けを作ることで、学

習者は教室外の人々とのやり取りを通じて、社会と

つながることができるようになるのである。 
佐藤・熊谷（2011）はアメリカでの実践、トムソン

（2016）はオーストラリアでの実践であり、「社会に

つながる日本語教育」の実践は日本ではなく、海外

で行われていることが多い。これは、日本での日本

語学習ではこのような教室活動をしなくても日本社

会につながっていると教師が考えているからだろう。

しかし、日本社会では「みんなが議論しながら決め

たこと」ではないことも数多くある。そのようなこ

とは必ずしも効率的で生産性があるものばかりでは

ない場合が多い。そのような場でたとえ自分の意見

が認められなくても意見をきちんと伝えることは、

市民としては重要なことである。留学生は、言って

も変わらないから、外国人だからと自分の意見を伝

えないことの方が多いのではないだろうか。しかし、

このような社会につながる活動では様々な提言をコ

ミュニティに伝えるという活動を行う。そこでは、

安全に安心して自分自身の意見を伝えることができ、

そのような行動は実際のコミュニティの場でも役に

立つだろう。 
教室の外とつながる活動では「教室から社会へ出

る」パターンの活動と「教室に教室外の参加者が参

加する」タイプの活動しかなかった。しかしながら、

テクノロジーの発達により、テクノロジーを使用し

て教室外の人々との交流も容易にできるようになり、

テクノロジーを使用した活動の理論構築や実践報告

も見られるようになってきた（Pasfield-Neofitou 2012, 
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Thomas 2017, 當作 2019, 村田 2022）。 
 
4. 日本語教育以外での社会とかかわる活動 
社会とかかわることは日本語教育だけの特別なこ

とではなく、近年、社会生活において、一般市民が

さまざまな話し合いに参加する機会は増えてきてい

る（村田 2017）。身近なまちづくりだけではなく、政

治、行政、環境、情報、商業、芸術とさまざまな分野

において「参加」は高まっている（山崎 2016）。これ
は自分の生活するコミュニティの問題を自分たちの

問題として認識し、対話を通じてその問題を解決す

る必要があるからである。そして、このような社会

とかかわる機会は、これからは今以上に多くなるこ

とが予想される。そして、このような市民参加が一

般的になると対話ができる市民を育てるような教育

も必要になってくる。そこで、ここでは、社会とか

かわる活動として、コミュニティ・オーガナイジン

グ、コミュニティデザインといったコミュニティに

かかわる活動について紹介する。また、社会とのか

かわりが薄いと感じられるアートの世界でも社会に

かかわろうとする活動であるソーシャリー・エンゲ

イジド・アート（SEA）についても紹介する。そして、
このような社会にかかわる活動での対話について考

察する。 
 
4.1 コミュニティ・オーガナイジング 
コミュニティ・オーガナイジングは、市民の力で

自分たちの社会を変えていくための方法であり、そ

の考え方である（Gittell & Vidal 1998）。社会を変える
ためには、仲間を集め、輪を広げ、多くの人が共に

行動することで変化を起こしていかなければならな

い（鎌田 2020）。この方法は特に新しいものではなく、

人々が協力し、社会の問題を解決してきた例は世界

には多々あるし、日本での例もある。コミュティ・

オーガナイジングはそのような過去の社会を変えて

きた取り組みである「社会の変え方」を理論的・体

系的に学べるようにしたものである（鎌田 2020）。自
分自身が生活をしている社会をよりよく変えていく

にはまずは行動することが必要になってくる。現在

の日本が抱えている課題を解決するためには誰かが

解決するのを待っているのではなく、コミュニティ

に関わっている人々が率先して問題を解決しなくて

はならない。そのため、これからの日本社会ではこ

の「行動すること」が更に必要となるだろう。そし

て、社会におけるさまざまな問題や身の回りの問題

を他人事ではなく、自分事として認識し、その問題

を解決しようと思わなければ解決はできない。 
このコミュニティ・オーガナイジングのキャンペ

ーンを発展させるには、仲間を集め、輪を広げ、多

くの人が共に行動することで社会変化をおこしてい

かなくてはならない。このようなコミュニティ・オ

ーガナイジングを実行するには、リサーチ、アクシ

ョン、評価というサイクルが重要である（ボルトン

2020, 鎌田 2020）。リサーチでは、①チームを作る、

または参加する、②リスニング・キャンペーンを行

う、③集団意思決定イベントを行うというステップ

がある。チームを作るためには、まず、自分自身の

個人的なストーリーを語り、共有し、課題について

参加者が身近な問題であることを感じられるような

導入を行い、そして、参加者と個人的に対話を行う。

このようなプロセスでチームの関係性を構築し、活

動へのモチベーションを高めていく。その後、多く

の人々が大切だと思っていることが何かを見つけ、

それについて発言し、変化を起こすようなパワーを

作りあげる。このような活動を行うことで、活動を

行う範囲が決まり、ネットワークやリーダーを作り

あげていくのである。その後、具体的な意思決定の

イベントを実施し、集団内部のアクションを行い、

パワーやエネルギーを高める。そして、キャンペー

ンの中で作りあげたパワーでさまざまな人に変化を

起こすような影響を与える。それは、変化するため

に影響を与える可能性がある人と会ったり、その人

たちのイベントに参加したりして、活動に賛同して

もらえるように働きかけるのである。そこでは様々

な人々との対話をしなくてはならない。そして、常

に何が機能していて、何が機能していないかを対話

を通じて評価する必要がある。それは、評価を行う

ことで、活動に理解をする人々の集団を作ることが

できるからである。このようなプロセスでコミュニ

ティ・オーガナイジングは行われる。 
コミュニティ・オーガナイジングでのこれらの活

動では、それぞれのステップにおいて、対話が重要
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であることが分かる。課題を伝える時、チームを作

りあげていく時、キャンペーンを行っていく時、評

価をする時、それぞれの活動は異なる活動であるが、

そこには対話が必要不可欠である。社会を変えると

いう活動であるコミュニティ・オーガナイジングを

成功させるためには対話の能力が必要であり、活動

を通じてその対話の能力を高めていくことが求めら

れる。 
 
4.2 コミュニティデザイン 
コミュニティデザインとは、コミュニティの力が

衰退しつつある社会や地域のなかで、人と人のつな

がり方やその仕組みをデザインすることであり（山

崎 2011）、近年、急に一般的に広まってきた概念であ

る（小泉 2016）。この仕組みをデザインするというの

は、施設や空間を具体的に作るのではなく、ワーク

ショップやイベントといった形のないソフト面をデ

ザインの対象とすることで、コミュニティを活性化

させることである。 
コミュニティデザインは、住民参加型のデザイン

である。しかし、どこまで住民の意見を聞くのか、

そして、その意見を取り入れるのかは難しい（山崎

2012）。また、住民とはだれのことかという定義も難

しいし、それぞれが異なる意見をコミュニティデザ

インにどのように取り入れるかという問題もある。

しかし、その地域で生活をする人々との話し合いを

通じてコミュニティをデザインすることで、その場

に参加した人々の新しいコミュニティができる。実

際にこのような活動は日本の多くの場所で実施され

ており、さまざまな形でそこで暮らす人々が住みや

すい「まちづくり」を行っており、それぞれのまち

づくりのプロセスなどが報告されている。 
個人と個人をつないで、小さなコミュニティを作

ることや同質的なグループとグループの関係を作り

あげることを通じて課題の解決や豊かな生活を形成

するためには対話が必要である。そして、これらの

活動を通じて住民が市民になるのである（山崎 2016）。
まちづくりのワークショップを実施すると、最初は

自分事として意識していなかったことが、参加する

回数が増えるごとに自分事として意識し始める。そ

して、意識が変わると市民として行動するようにな

るのである（山崎 2016）。同じコミュニティで生活を

する他者と対話を通じてよりよいコミュニティを作

りあげるためには対話を通じて対立を乗り越えてい

く必要がある。そして、社会や地域のなかで、人と

人のつながりが生まれてくる。このような市民やそ

の意識を形成する上ではことばは重要な役割がある

（細川 2016）。 
 
4.3 ソーシャリー・エンゲイジド・アート 
アートの世界でも市民と作品とのかかわりを持つ

「参加型アート」が増えてきている。この参加型ア

ートは市民とのかかわりによって分類することがで

きる（山崎 2016）。まずは、鑑賞による参加である。

これは、作品を鑑賞するだけではなく、作品に触れ

たり、使ったりしながら鑑賞するアートである。さ

らに、その作品に書き込んだり、つけ足したり、そ

の作品を持ち帰ることによって作品の制作にも参加

するタイプの参加である。次に、アーティストが作

品を創作し、そのプロセスに市民がアーティストの

アート制作に参加する参加型のアートがある。そし

て、活動への参加である。これはアーティストが作

品への参加機会を設定し、その枠組みの中で市民が

活動を起こすタイプのアートである。 
このような社会にかかわり、社会を変える活動の

アートは「ソーシャリー・エンゲイジド・アート

（SEA）」（エルゲラ 2015, アート＆ソサイエティ研

究センターSEA 研究会 2018）と呼ばれている。これ

は、アートワールドの閉じた領域から脱して現実の

世界に積極的に関わり、参加・対話のプロセスを通

じて、人々の日常から既存の社会制度に至るまで、

何らかの変革をもたらすことを目的としたアーティ

ストの活動である（エルゲラ 2015）。SEA はまだそ
の普遍的な定義が定まっていないが、アート作品を

通して社会にかかわり、社会をよくしていこうとす

るためにコミュニティと共に活動をする芸術実践で

ある。この活動では、作品が伝えようとするメッセ

ージや主張に対して問題意識や興味がある参加者が

集まり、その中で対話や活動が生まれる。アーティ

ストは、この活動では美しさや技法ではなく、社会

や人とのつながりやその作品を作ることに意義を見

出している。つまり、SEAは作品を作っていくプロ
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セスにおいて、他者と対話をしたり、対話によって

考えたりすることでその場に存在している人々と深

くかかわりあうアートである。 
この活動での参加者は作品とさまざまなかかわり

方で参加する。エンゲイジメントのレベルによって

参加者がどのような気持ちで参加するのかという

「自発的な参加」、「強制的な参加」、「非意図的な参

加」などである。そして、「参加しない」ことも参加

の 1 つの形態であるし、作品があること自体に気が

ついていない人も存在していることをも前提として

いる。SEAは参加者が作品とどのようにかかわるか

を決めていく、社会的なアート活動である。 
 
4.4 市民参加と対話 
これまで見てきた活動は、市民が参加者として活動

にかかわるものである。この参加者はゲストではな

く、その活動にかかわる主人公である（山崎 2016）。
そして、活動に参加するためには主体的に他者と対

話することが必要不可欠である。 
コミュニティ・オーガナイジングでは、戦略的な

アクションを起こすために、ことばを使い、自分の

問題を社会の課題をして多くの人に認識してもらう。

そして、ことばを使い、参加した人々との交流を通

じて、活動を広げる。時には自分の活動を効果的に

行うために、賛同してほしい人にことばを使い、賛

同してもらう。そして、これらのアクションを内省

するためにもことばを使う。コミュニティデザイン

でも、まずはコミュニティのつながりを作るために

集まり、ことばを使って話し合いをする。ことばを

使うことでさまざまな意見を聞くことができ、自分

自身の思いを伝えることできる。このような活動を

継続することで参加しない人にも興味を与え、参加

するように仕向ける。そこには、また新しい視点か

らの対話が生まれる。これらの活動では、参加する

人すべてが安心して発言できる場が重要で、これら

の対話を通じて、みんなが生活しやすい社会を作る。 
それでは、このような対話は対話ができる人だけ

が集まってしているのだろうか。そうではなく、対

話は活動を通じても養うことができるのである。村

田（2017）では、「話し合いスイッチ」ということば

を使っている。主体的な話し合いは意識的に作られ

るのではなく、話し合いをしているうちにスイッチ

が入り、自然に主体的に話し合いが行われる。これ

は、コミュニティデザインでの、話をするうちに他

人事だったことが自分事に変化していく例からも分

かるだろう。 
日本の教育ではこのような対話の教育が十分に行

われてこなかった。対等な人間関係に基づく、異な

る価値のすり合わせのための日本語は生み出してこ

なかった（平田 2001）のである。しかし、これから
は参加者がそれぞれ対等な立場で自分自身の意見を

伝えることやそのような場が社会のあらゆる分野で

増えていくだろう。これは、政治や社会に主体的に

参加する市民を育成するシティズンシップ教育が国

の方針として述べられるようになった（経済産業省

2006）ことからも分かる。そして、市民一人ひとり
の権利や個性が尊重され、自立・自律した個々人が

自分たちの意思に基づいて社会に参画し、多様な能

力を発揮することで成り立つような社会が社会の持

続的な発展にもつながる（経済産業省 2006）。そのた
めには対話や対話の教育は必要になってくる。 
このように社会参加には対話する態度や能力が必

要不可欠である。これらの能力は学校教育で身につ

ける必要はあるが、社会参加を行うことでも身につ

けることができる。市民参加の活動を通じ、市民教

育を行い、対話ができる市民を育てるのである（村

田 2017）。このような市民性を養うために学校教育

での教育にも変化が起きている。学校自身が市民性

を理解し、市民性の教育を取り入れ始めている（藤

原 2008, 水山 2010, 橋本 2013）。また、このような市
民性の育成は学校以外での生涯教育としても行われ、

日本で生活をする人が社会に参加し、参画し、協働

で何かを行うことはこれからの社会では必須になっ

てくる。そして、これは日本社会で生活をする外国

人にとっても課題であり、留学生も社会において自

分の声をきちんと伝えることが必要になる。 
 
5. 社会を巻き込む日本語教育 
これまで、日本語教育の流れ、社会とつながる日

本語教育、そして、コミュニティとかかわる活動に

ついて整理した。ここでは、どのようにしたら学習

者が社会につながり、社会を巻き込んでいく活動を
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することができるのかを考察し、社会につながる日

本語教育はどのようにあるべきかを提言する。 
従来は教室の中だけで行われていた日本語教育が

内容にも焦点をあて、教室外の人々ともつながる活

動が増えてきている。しかしながら、このような社

会につながる日本語教育にも、いくつか問題がある

ことも明らかになっている。このような活動では、

「社会とつながる」ことが目標とされているが、日

本語の授業であるために、学習者は教師を見ながら

活動を行っている。これは、教育機関の中で多くの

学習者がテストの点数や成績を意識しており（佐藤・

熊谷 2011）、教室活動で教室の外とつながっていて

もその活動の過程が教師に評価されていることを学

習者は意識しながら課題を行っている場合が多いか

らである。一見、社会とつながっているように見え

るが、学習者に成績をもらう活動としての意識が強

ければ強いほど社会と関わることが目的ではなくな

ってくる。たとえ活動に関する内容を上手にレポー

トにまとめたり、発表したりしても、学習者はただ

単に日本語を使用して教室活動を行っているだけで

ある。学習者に「社会と関わる」というような意識

がなければ、教室活動は「社会に参加している」と

は言えないだろう。このことから従来の社会に関わ

る教室活動を変えるためにはテーマの選択と評価に

ついて考える必要がある。テーマについては、ただ

単に学習者が「興味がある」ことを選択するのでは

なく、「学習者が関わるコミュニティ」をテーマにす

る。これは学習者が参加しているコミュニティに関

わることが社会に関わることになるからである。ま

た、評価に関しては、佐藤・熊谷（2010）が社会に関
わる活動の評価をアセスメントとして新しい評価の

理論と実践を行っている。しかしながら、学習のプ

ロセスをルーブリック等で評価しているだけであり、

社会に関わることに関しての評価ではないように感

じられる。社会に関わることを目標とするならば社

会に関わる個人がどのように関わったのかという評

価でよいのではないだろうか。そもそも教室活動で

その活動に参加した学習者がすべて同じ方法で評価

されるということに疑問を感じる。 
また、活動における教室外の人については、「教室

にゲストが来て交流する」パターンと「学習者が教

室から出て行って交流する」パターンに分けられる。

このような活動では時間や空間の制限があるために

常に交流することは非常に難しい。トムソン（2016）
は、メンバーの間に持続的な相互交流がなかったら、

その教室は「コミュニティ」ではないと述べている。

これは反対に教室において授業に参加してなくとも

何らかの持続的な相互交流があればコミュニティと

呼ぶことができるということである。つまり、教室

に来ることや学習者が教室外に出て行って参加する

のではなく、そのような場を作成すれば「コミュニ

ティ」となる。そのためには、学習者がオンライン

で社会に関る活動が望ましい。ITの発達により日本

語学習者が参加するコミュニティは変化している

（Pasfield-Neofitou 2012）。このようなオンラインで

のコミュニティは参加しやすく、多くの教師外の参

加者が参加でき、教室内・外におけるインターアク

ションも可能になる。 
社会言語学の理論の Audience designでは、人に対
して話者が話をする場合には、話し手が払う注意の

量や質は、相手が対話にどれほど関係しているか、

話し手から見た相手の立場・資格などと関係してい

るとされている（Bell 1984）。教室活動においてもゴ

ールを「社会のコミュニティに働きかける」とした

場合には学習者の意識も変化する。教室活動におい

て学習者が学習者の意見を聞いてくれる人は「オー

ディエンス」となる。このオーディエンスは教師や

クラスメートだけではなく、教室外の人が活動に参

加するだけでその人々もオーディエンスとなる。そ

のオーディエンスをも意識した教室活動を行うこと

により日本語教育が教室外につながる。そのために

は、教室活動の成果を「誰かに見られるかもしれな

いもの」として学習者が捉えられることができるよ

うな工夫が必要である。そして、より多くのオーデ

ィエンスがいることで、教室活動のゴールも教師の

評価ではなく、オーディエンスの評価となる。つま

り、社会にどのように評価されるかを学習者は意識

するようになるのである。 
このように教室活動を教室外の参加者と行うこと

で、活動に関わる多くの人をも巻き込むこともでき

る。さらに、教室活動を教室外で実施することによ

り、「非意図的な参加者」（エルゲラ 2015）である偶
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然の参加者をも巻き込むことができる。そのため、

このようなコミュニティにかかわっていく実践によ

って、そこに参加する人々にも影響を与えることが

できる。そして、学習者が日本語を学ぶことによっ

て、人とつながり、社会とつながっていく活動とな

る。このような教室内の人だけではなく、その活動

に参加する人も巻き込んでいく、社会を巻き込む日

本語教育がこれからの社会につながる日本語教育と

なる。 
 
6. おわりに 
本稿では、日本語教育がどのように変化してきた

のかを整理し、日本語教育で教室外の社会とつなが

る活動がどのように実践されてきたのかを概観した。

また、日本語教育以外でもどのような社会参加が行

われているかを整理した。そして、社会を巻き込ん

でいくような活動がこれからの社会につながる日本

語教育では必要となるかを明らかにした。 
日本語教育では、個人の言語能力の向上だけでは

なく、日本語が話される社会を考え、社会的な課題

をも考察しながら行われなければならないと考えら

れるようになってきた。そして、そのような変化と

共に日本語教育の実践も変化している。また、日本

語教育以外でも社会に参加する活動は増えている。

これは日本で生活をする人が社会に参加し、参画し、

協働で何かを行うことがこれからの社会では必須に

なってくるからである。このことから、社会につな

がる日本語教育は大学における日本語教育でも必要

なことである。そして、そのような日本語教育は教

室の中だけで行うのではなく、教室外とのかかわり

によって、社会をも巻き込む活動となるべきである

ことを提言した 。 
在日外国人は市民であり、日本社会は在日外国人

を含むと考えられるようになった現在、大学の日本

語教育も日本社会にかかわり、つながっていくよう

な活動が求められている。留学生も市民として、日

本社会で遭遇するさまざまな問題について対応する

ことがこれからはさらに重要になってくる。それは、

日本に存在するものをただ単に受け入れるだけでは

なく、既存のものに疑問を持ち、それについて考え

ることによって、よりよいコミュニティや社会を作

ることができるからである。また、このような教育

は教室活動を超え、日本社会や日本人にも影響を与

え、社会貢献につながるのではないだろうか。そし

て、これこそが日本語教育を通じて人をつなぎ、よ

りよい社会をつくることを達成する方法であると考

えている。 
 
注 
1. https://jfstandard.jp/top/ja/render.do（2023.6.1） 
2. https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/koku

go/hokoku/pdf/93736901_01.pdf（2023.6.1） 
3. National Foreign Language Resource Center 

https://nflrc.hawaii.edu/projects/view/2014a/(2023.6.1) 
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